
　むすび

　水道事業の財政状態については、前述したとおりであり、当年度の純利益は28,691,843円で、

前年度に比較して29,063,680円（50.3％）の減となっている。今年度は、給水収益の増が見られた

が、技術職員の増員による人件費増があり、利益が圧縮されている。

　営業活動の能率を示す営業収支比率は、前年度と比較して7.4ポイントの減となっており、１３

年度から１５年度の３カ年度は上昇していたが、前年度に引続き下降している。また、貸借対照

表においては、流動資産、とりわけ現金預金が57,427,592円（18.3％）と、前年度に引き続き大幅

な減少となっているほか、企業債償還金も年々増加してきている。貸借対照表において企業債は、

固定負債ではなく資本金（借入資本金）として整理することとなっているが、これは適法であって

も、本質的には負債に変わりないことを常に念頭に置く必要がある。

　このように、本事業における財政状況は、主要財務比率が低下傾向にあり、ほとんどが前回料金

改定前の平成１３年度の水準まで落ち込んでいる。今後、第三期拡張事業等の建設改良事業が実施

されている中で、年々、企業経営を取り巻く環境は厳しさを増していくものと考えられる。

　水道事業は、市民生活にとって最も基本的なサービスであり、健康で安全な市民生活を保障する

ことが最も重要な使命である。しかしながら、より経済性を発揮して効率的・合理的な事業運営を

行い、安定した財政状況を保持してこそ、本来の目的を達成することができ、住民の福祉の向上に

資することになる。

　今後の事業運営に当たっては、事業内容、財政状況を的確に把握し、より一層の合理化、効率化

を図るとともに、今後予定されている建設改良事業についても、今一度、必要性、有効性及び財政

に与える影響等を十分検討し、計画的かつ適正な執行により、健全な財政運営の確保に努めること

を望むものである。

　なお、水道事業の経営に当たっては、次の事項に留意されたい。

(1)　給水収益の収入率は、前年度に比較して現年分は同率で、繰越分はで0.5ポイントの増となっ

ている。

　不納欠損金は、377,762円（59人）であり、前年度に比較して金額では、24,167円の増である

が、対象者数は3人減少している。利用市民の料金負担の公平性に配慮され、なお一層、滞納原

因を的確に把握し、適時的確な納付の督励に努めるなど、滞納繰越金と不納欠損金の減少を図

られたい。
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(2)　浅内南部地域の未加入者については、職員による個別訪問など計画的に加入促進対策をとっ

ているようであるが、加入普及率は依然として半数に満たない現状であり、改善の成果が認め

られていない。

　これまでの拡張事業は、相当の設備投資により推進してきたことを、あらためて認識し、今

年度以降、さらに新たな給水区域拡大が行われることから、既給水区域を含め、事前のＰＲ等、

普及率の向上に一層努力されたい。

(3)　有収率については、前年度まで年々向上してきたところであるが、当年度は82.9％と、前年

　 度と同率である。能代市水道整備基本計画では目標を83.5％としているほか、平成１７年度に

おける能代市を除く県内１２市の平均は83.4％とあり今後も有収率の向上に一層努力されたい。

(4)　徴収事務委託については、委託後、２年経過しているが給水収益の現年分収入率が前年度同

様であり、伸び悩んでいる。しかし過年度分に関しては前年度より収入率の上昇が見られたの

で、一定の評価は出来るが、今後は委託先の業務の進展状況などを把握して費用対効果を考慮

しながら現年分の収入率の向上に一層努力されたい。

(5)　建設改良事業の計画、執行に当たっては、企業債償還金及び減価償却費の増大が経営を圧迫

する要因となるので、特に配慮が必要であると再三指摘しているところである。また、当面の

留意事項として、流動資産を考慮した事業展開や長期的な企業財政計画についても、十分注意

されたい。

(6)　収益的収支における人件費と委託料を加えたものが、15,786,336円増加し、営業費用増加分

32,694,984円の半分以上を占めている、また当年度純利益29,063,680円（50.3%）減少の一番の

要因と考えられ、今後は建設改良事業計画の実施と並行しながら、常に収益と費用のバランス

を考えた財政運営をされたい。

（例えば）

　水道事業における建設改良事業は、平成１８年度と平成１９年度にピークを迎えることから、

それに伴う企業債償還と減価償却費が急激に増加し、財政運営を圧迫する要素となる。これら

事業については年次計画で行われ必要性についても確認されているところであり、実施するこ

とに異論はないが、それに伴う収支悪化も避けられないことから料金の増収対策もしくは人件

費を含む営業費用の節減について効果的な対応をとられるよう要望する。
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